
国家公務員共済組合連合会　宿泊経理
民間企業仮定貸借対照表

平成30年3月31日現在 （単位：円）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金・預金 2,835,261,790
売掛金 502,434,408

貸倒引当金 △ 4,356,774 498,077,634
商品 19,765,298
貯蔵品 156,412,381
前払費用 6,296,966
未収収益 32,301,797
未収金 11,377,957

貸倒引当金 △ 5,013,692 6,364,265
　流動資産合計 3,554,480,131

Ⅱ　固定資産
　１　有形固定資産

建物 79,025,839,310
減価償却累計額 △ 57,561,081,730 21,464,757,580

構築物 4,152,141,910
減価償却累計額 △ 3,070,615,055 1,081,526,855

車両運搬具 139,926,475
減価償却累計額 △ 128,712,983 11,213,492

器具備品 4,541,372,204
減価償却累計額 △ 3,806,535,735 734,836,469

土地 5,987,652,938
建設仮勘定 112,644,499
有形固定資産合計 29,392,631,833

　２　無形固定資産
ソフトウェア 6,712,531
施設利用権 89,418
引湯権 1,657,260
無形固定資産合計 8,459,209
　固定資産合計 29,401,091,042

Ⅲ　投資その他の資産
長期未収金 3,343,831

貸倒引当金 △ 3,343,831 0
敷金保証金 18,768,770
その他の投資 186,487

　投資その他の資産合計 18,955,257
　　　　　　資産合計 32,974,526,430
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

一年内返済予定長期借入金 2,715,000,000
未払金 1,074,215,920
未払費用 201,867,139
未払住民税 2,356,000
未払消費税等 112,146,720
前受金 83,934,189
預り金 115,077,721
引当金

賞与引当金 115,842,532 115,842,532
その他流動負債 3,803,631

　流動負債合計 4,424,243,852
Ⅱ　固定負債

長期借入金 5,429,516,853
引当金

退職給付引当金 2,482,169,537 2,482,169,537
　固定負債合計 7,911,686,390

　　　　　　負債合計 12,335,930,242
（純資産の部）
Ⅰ　基本金

基本金 468,239
　基本金合計 468,239

Ⅱ　剰余金
利益剰余金

別途積立金 5,113,025,565
欠損金補てん積立金 2,531,886,852
積立金 11,941,919,147
当期利益金 1,051,296,385 20,638,127,949
　剰余金合計 20,638,127,949

　　　　　　純資産合計 20,638,596,188
　　　　　　負債純資産合計 32,974,526,430

科　目 金　額



国家公務員共済組合連合会　宿泊経理

民間企業仮定損益計算書

自　平成29年4月1日　至　平成30年3月31日 （単位：円）

経常収益

施設収入 15,250,949,772

商品売上 788,388,799

保健経理より受入 2,858,267,066

保健経理より相互受入 99,183,418

雑収入 31,501,576

貸倒引当金戻入 4,122,626

事業外収益

受取利息 14,932

事業外収益合計 14,932

　経常収益合計 19,032,428,189

経常費用

飲食材料費 2,268,487,692

商品仕入 560,004,462

雑損 10,192,799

一般管理費

一般管理費 12,397,060,979

賞与引当金繰入 115,842,532

退職給付費用 198,184,509

減価償却費 1,804,349,452

一般管理費合計 14,515,437,472

事業外費用

支払利息 890,937

事業外費用合計 890,937

　経常費用合計 17,355,013,362

経常利益 1,677,414,827

特別利益

固定資産売却益 22,008,825

　特別利益合計 22,008,825

特別損失

固定資産除却損 639,104,983

災害損失 3,860,784

その他の特別損失 2,805,500

　特別損失合計 645,771,267

税引前当期利益金 1,053,652,385

　住民税 2,356,000

当期利益金 1,051,296,385

科　目 金　額



国家公務員共済組合連合会　宿泊経理

キャッシュ・フロー計算書

自　平成29年4月1日　至　平成30年3月31日 (単位：円)

金額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期利益金 1,053,652,385

減価償却費 1,804,349,452

貸倒引当金の増減額 △ 6,527,807

賞与引当金の増減額 △ 4,752,466

退職給付引当金の増減額 △ 5,473,091

受取利息及び受取配当金 △ 14,932

支払利息 890,937

固定資産売却益 △ 22,008,825

固定資産除却損 639,104,983

売上債権の増減額 △ 2,532,327

たな卸資産の増減額 △ 14,519,467

未収金の増減額 23,247,349

未収収益の増減額 △ 17,145

未払金の増減額 △ 69,500,310

未払費用の増減額 6,073,065

未払消費税等の増減額 1,207,413

その他 196,851,415

小計 3,600,030,629

利息及び配当の受取額 15,403

利息の支払額 △ 890,937

住民税の支払額 △ 2,373,700

　業務活動によるキャッシュ・フロー 3,596,781,395

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,552,241,612

有形固定資産の売却による収入 23,714,829

その他の投資による支出 △ 714,290

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,529,241,073

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △ 2,715,000,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,715,000,000

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 0

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △ 647,459,678

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 3,482,721,468

Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 2,835,261,790

科目



重要な会計方針等 宿泊経理

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、貯蔵品 … 先入先出法による原価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

 定額法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法の

規定する方法と同一の基準によっております。

（２）無形固定資産

 定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法の規定する方法

と同一の基準によっております。ただし、ソフトウエア（連合会利用分）につい

ては、連合会内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による

見積額を、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

職員に対して支給する賞与（期末手当及び勤勉手当）の支出に充てるため、支給

見込額を計上しております。

（３）退職給付引当金

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき、当事業年度末において発生していると認められる金額を計上してお

ります。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、期間定額基準によっております。

数理計算上の差異及び過去勤務債務については、各事業年度の発生時の職員の

平均残存勤務期間内の一定の年数（9年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生した事業年度より費用処理しております。



退職給付引当金に関する事項は以下の通りであります。

a） 採用している退職給付制度の概要

当連合会は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。

b） 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 退職給付債務の期首残高                    2,805,320,439円

 勤務費用                                  163,231,355 円

  利息費用                                   11,288,485円

    数理計算上の差異の発生額          △18,833,496 円

  退職給付の支払額             △203,657,600円

 退職給付債務の期末残高                    2,757,349,183円

c） 退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整額

 非積立型制度の退職給付債務              2,757,349,183 円

  未積立退職給付債務                      2,757,349,183円

  未認識数理計算上の差異                  △280,101,784円

 未認識過去勤務費用                          4,922,138 円

 貸借対照表に計上された負債              2,482,169,537 円

  退職給付引当金              2,482,169,537円

    貸借対照表に計上された負債        2,482,169,537円

d） 退職給付費用及びその内訳項目の金額

 勤務費用                                  163,231,355 円

  利息費用                                   11,288,485円

 数理計算上の差異の費用処理額 24,916,623円

  過去勤務費用の費用処理額          △1,251,954円

  確定給付制度に係る退職給付費用       198,184,509円

e） 数理計算上の計算基礎に関する事項

   当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎

       割引率 0.4％

４．その他の重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込み方式によっております。



５．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

資金運用については短期的な預金等に限定しております。また資金調達につい

ては退職等年金経理及び経過的長期経理からの借入によっております。

借入金の使途は、設備投資であります。

（２）金融商品の時価等に関する事項

平成 30 年 3 月 31 日における民間企業仮定貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次の通りであります。

                             （単位：円）

  民間企業仮定

貸借対照表計上額
時価 差額

現金・預金

売掛金

未払金

長期借入金

2,835,261,790

502,434,408

(1,074,215,920)

(8,144,516,853)

2,835,261,790

502,434,408

(1,074,215,920)

(8,138,946,726)

－

－

－

(△5,570,127)

（＊）負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。

（注）金融商品の時価の算定方法

現金・預金、売掛金及び未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

長期借入金（一年内返済予定の長期借入金を含む）

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場

合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

６．資産除去債務関係

民間企業仮定貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

当連合会は、国有財産等につき、退去時における原状回復義務を有しておりま

すが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、退去・移転等の

予定もされていないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができませ

ん。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。



７．キャッシュ・フロー計算書に関する事項

（１）キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲

 手許現金、要求払預金及び取得日から満期日又は償還日まで期間が３ヶ月以内

の流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資からなっております。

（２）現金及び現金同等物の期末残高と民間企業仮定貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

 現金・預金 ････････････････････････････ 2,835,261,790 円

 現金及び現金同等物 2,835,261,790 円

８．機会費用の計上基準

（１）国有財産等の無償使用に係る機会費用の算出方法

国有財産の貸付料算定基準に基づき算定しております。

（２）公務員からの出向職員に係る機会費用の対象者数

 1 名

（３）その他

 該当事項はありません。

９．行政コスト計算財務書類を作成する日までに発生した重要な後発事象

 該当事項はありません。

１０． 重要な会計方針の変更

 該当事項はありません。


